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（証券コード 9110）

  平成24年６月６日

株 主 各 位  

 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

 

 代表取締役社長 小 畠 　 徹

第86回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第86回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席頂けない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月26日（火曜日）

午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区大手町一丁目３番２号

経団連会館　４階　ダイアモンドルーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．平成23年４月１日から平成24年３月31日までの事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

　  ２．平成23年４月１日から平成24年３月31日までの計算書類報
告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案
第２号議案

取締役７名選任の件
監査役１名選任の件　

４．招集にあたっての決定事項  
代理人による議決権行使
　代理人によるご出席の場合は、株主ご本人の議決権行使書用紙とともに代
理権を証明する書面を会場受付にご提出ください。なお、代理人の資格は、
議決権を有する他の株主１名に限らせていただきます。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.nsuship.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

① 業績全般

当期における世界経済は、欧州債務問題を背景に先進国で景気後退懸念が強

まり、堅調に推移していた新興国においても金融引締め策の影響により鈍化傾

向が見られるなど、総じて減速傾向が強まりました。

欧州諸国では、域内の債務問題に対する各国の政策対応により深刻な景気後

退は回避されたものの、内需の堅調が続いたドイツを除き軒並み景気が失速し

ました。米国では、欧州債務問題は米国経済に対しさほど大きな影響を与えず

企業景況感は持ち直しの動きを強めており、また家計部門でも雇用環境が回復

の色を強める中、個人消費は底固く推移しました。中国等アジア主要国では引

き続き高い成長率が保たれたものの、欧州経済の低迷やインフレ抑制のための

金融引締め策の影響を受けて外需・内需ともに減速、その伸びは鈍化しました。

我が国に於いては、海外景気減速や円高による輸出低迷はあるものの、東日本

大震災後の混乱や夏場の電力不足等による景気落ち込みから脱しつつあり、緩

やかな回復傾向が続きました。

外航海運事業につきましては、ドライバルクでは新造船の大量竣工に伴う供

給圧力に加え、産資源国の洪水被害等をはじめ異常気象による荷動き停滞を背

景に船腹需給は緩和し、ほぼ全ての船型で市況が大きく低迷しました。秋以降、

主に中国向け鉄鋼原料輸送が復調に転じたことで大型船市況を中心に改善した

ものの、船腹過剰感は依然として強く年末を境に再び下落、その後も低迷を続

けました。原油タンカーにつきましても、新造船の大量竣工による供給圧力に

加え、解撤等による船腹量調整も進まず市況は低迷しました。このようにドラ

イバルク・タンカー市況ともに長期低迷が続く中、一部船社で業績が急速に悪

化、チャーターチェーン（１隻の船舶を別の用(貸)船契約にて他船社等へ次々

と又貸しする構造）を通し他船社・船主へ悪影響が及ぶことも懸念されており、

外航海運業を取り巻く事業環境はより一層厳しいものとなっております。

また内航海運事業につきましては、震災とそれに伴う電力不足が企業活動を

抑制し、鉄鋼関連貨物やＬＰＧの輸送が伸び悩みましたが、電力関連貨物輸送

は、石炭火力発電所の震災後の高稼働に伴い堅調に推移しました。

燃料油価格は、原油価格の高止まりが続く中、高水準で推移し、当期の外航

海運事業の平均購入価格（Ｃ重油）はトン当たり約677ドルと、前期比では約
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166ドル上昇しました。また対米ドル円相場は戦後最高の円高水準で膠着状態

が続き、２月中旬より米国経済の先行き好感等を材料に円安基調に転じたもの

の、期中平均で79円と前期比７円58銭の円高となりました。

このような事業環境下、平成22年10月の旧日鉄海運株式会社との合併による

事業拡大の効果もあり、当連結会計年度の売上高は1,350億44百万円（前期比

6.2%増）となりましたが、営業利益は16億27百万円（前期比78.0%減）、経常

利益が４億96百万円（前期比91.6%減）、当期純損失は来期以降の収益向上を

目的とした定期用船契約期限前解約による解約金27億24百万円を特別損失に計

上したこともあり、９億14百万円（前期は32億36百万円の純利益）となりまし

た。

なお、上述の通り当社を取り巻く事業環境は非常に厳しいものとなり、誠に

遺憾ではございますが期末配当の実施を見送らせていただきたく、何卒事情ご

賢察の上ご了承賜りたくお願い申し上げます。

 

② 事業別概況

＜外航海運事業＞

ケープ型撒積船（18万重量トン型）市況は、新造船の大量竣工により船腹需

給が緩和する中、積地の悪天候・洪水発生による荷動き停滞もあり、夏場まで

太平洋航路が日額１万ドルを下回る安値で推移しました。秋以降、鉄鉱石価格

の下落による中国の輸入増加等により市況は一旦持ち直すも、船腹過剰感は依

然として強く、年末を境に再び市況は大きく低迷し、以降底値で推移しました。

このような市況低迷に加え燃料油価格も高止まるなど厳しい状況が続く中、減

速運航による市場への船腹供給の抑制並びに燃料油の節減に尽力したほか、成

長著しいインド向け石炭輸送契約の獲得等、新規顧客・航路の開拓に努めた結

果、業績は当初の計画を上回る成果となりました。

パナマックス型撒積船（７万重量トン型）市況は、東日本大震災以降の国内

一部火力発電所の不稼働に伴う輸送需要の低迷もあり、夏場は太平洋航路が日

額１万ドルを下回る水準にまで軟化しました。穀物の荷動きが本格化し始めた

秋口以降、船腹需給が引き締まり一時的に市況が上向いたものの、年明け以降

は再び日額１万ドルを下回る水準まで落ち込みました。このような厳しい状況

下、国内荷主へ積極的な営業活動を展開、またインドをはじめ南アジア・大西

洋水域といった三国間航路の開拓を推し進めた結果、業績は高水準とは言えな

いものの当初の計画を達成することができました。

ハンディー型撒積船（３万重量トン型）市況は、期初は世界経済の緩やかな

回復に伴う堅調な荷動きに支えられ、太平洋航路が日額1万1千ドル前後で推移

しましたが、その後欧州債務問題やタイの洪水被害等による急激な荷動き減に

見舞われ夏場以降市況が低迷し、期末には日額８千ドルの水準まで下落しまし

た。往航の主要貨物である日本積み北米向け輸出鋼材の輸送数量が回復しない

中、中米向け相積み貨物の集荷により採算向上に努めたほか、復航の主力貨物
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である南米西岸積み非鉄鉱石の長期輸送契約を軸に安定収益の確保に努めまし

た。このような状況下、支配船腹を長期契約貨物輸送に配船し効率運航に努め

ましたが、市況低迷の影響が大きく業績は当初の計画を達成するには至りませ

んでした。

近海貨物船（５千～１万重量トン型）につきましては、中国の鋼材需要低下

やタイの洪水被害等による鋼材輸送数量の激減や燃料油価格の高騰、日本向け

復航貨物輸送需要の低迷といった厳しい環境の下、市況水準に応じた支配船腹

の調整や効率運航の徹底に努めましたが、業績は当初の計画を達成するには至

りませんでした。

ＶＬＣＣ（30万重量トン型原油タンカー）及びＶＬＧＣ（８万㎥型ＬＰＧ

船）、ＭＲプロダクト船（中型石油製品船）については、ＬＰＧ分野では夏場

から秋口にかけて産ガス国の輸出増により運賃市況が急騰する局面もありまし

たが、ＶＬＣＣを筆頭に原油・石油製品船は新造船の大量竣工に伴う船腹需給

の緩和により、市況は著しい低水準で推移しました。また今後の急回復も期待

できないことから、将来への影響も考慮し荷主との定期用船契約が満了したＶ

ＬＣＣ１隻を売却処分いたしました。このような状況下、一部の契約において

市況低迷の影響を受けたものの、船隊の大半を市況変動に左右されない長期定

期用船契約に投入しているため、業績は概ね当初の計画通りとなりました。

NS UNITED TANKER PTE. LTD.におけるケミカルタンカー事業につきましては、

平成23年２月15日にNS UNITED SHIPPING (SINGAPORE) PTE. LTD.より同事業を

承継した後、所有船１隻の定期用船差立先変更に伴い当初の計画より定期用船

料収入が減少したほか、変更前の定期用船差立先の民事再生法申請に伴い貸倒

損失が発生するなど採算が悪化しました。このような状況下、ＭＲプロダクト

船の定期用船契約を仲介するなど収益向上に努めましたが採算悪化を補うに至

らず、業績は当初の計画を下回る結果となりました。

なお、船舶管理業を行うＮＳユナイテッドマリン㈱、船員派遣事業を行う日

邦マリン㈱につきましては、概ね当初の計画に沿い、当社外航海運事業の展開

を着実に支えました。

以上の結果、外航海運事業全体としては、長期貨物輸送契約の締結等による

安定収益の確保や市況水準に応じた支配船腹の調整、効率配船の強化等採算向

上に努めましたが、市況の長期低迷や燃料油価格の高止まりに加え、円高等の

損益悪化要因が重なり、業績は当初の計画を大幅に下回りました。

 

＜内航海運事業＞

ドライ貨物につきましては、鉄鋼関連貨物である鋼材や鉄鋼主副原料はメー

カーの生産調整の影響により輸送量が鈍化しましたが、電力関連貨物である石

炭及び石炭灰輸送は石炭火力発電所の震災後の高稼働に伴い堅調に推移し、セ

メント関連貨物輸送も概ね計画通り推移しました。
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タンカーにつきましては、プロパン・ブタンのＬＰＧ輸送は震災とそれに伴

う電力不足により、生産活動が抑制され工業用需要が減少したほか、民生用需

要も低調であったことから夏場の輸送需要が伸び悩みました。冬場の寒波到来

でその後一部復調したものの、通年での輸送量は前年度を下回り、また黒油

（重油等）輸送も同じく伸び悩みました。ＬＮＧ輸送は新造船１隻の竣工もあ

り、生産活動抑制の影響を受けたものの総じて堅調に推移しました。

このような事業環境下、内航海運事業全体としては、燃料油価格の高止まり

等厳しい状況が続きましたが、効率配船・効率運航に加えコスト削減に努めた

ことにより、業績は当初の計画を上回りました。

 

＜その他＞

その他の事業につきましては、当社グループ各社の総務・経理業務の一部受

託と不動産管理事業を行うＮＳユナイテッドビジネス㈱、情報システムの開

発・保守事業を行うＮＳユナイテッドシステム㈱の両社は、当初の計画に従い

グループ全体の円滑な事業展開を着実に支え、陸上機器保守事業を請け負う㈱

シンワ エンジニアリング・サービスについては、地道な営業努力が結実し、

業績は当初の計画を上回りました。

 

事業別売上高

事 業 区 分 売 上 高

外 航 海 運 事 業 112,418百万円

内 航 海 運 事 業 21,735百万円

そ の 他 891百万円

 

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資等の総額は

305億５百万円で、その主なものは以下のとおりであります。

 

① 当連結会計年度中に竣工及び取得した船舶

事業の種類 設備の内容 隻数 総トン数
重量トン数
（K/T）

竣工年月

外航海運事業 船舶 4 339,440 646,585
平成24年1月　

～
平成24年2月　

内航海運事業 船舶 1 4,505 2,529
　

平成23年10月
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② 当連結会計年度末において建造中の船舶

事業の種類 設備の内容 隻数 総トン数
重量トン数
（K/T）

竣工年月（予定）

外航海運事業 船舶 18 1,184,500 2,236,200
平成24年7月

～
平成26年6月

内航海運事業 船舶 2 1,498 4,540
平成24年5月

～
平成24年10月

 

③ 当連結会計年度中に売却した船舶

事業の種類 設備の内容 隻数 総トン数
重量トン数
（K/T）

売却年月

外航海運事業 船舶 3 215,973 402,675
平成24年1月

～
平成24年2月

内航海運事業 船舶 2 898 2,680
　

平成24年3月
　

 

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度は、当年度竣工船舶及び既存船舶に係る設備資金の一部と

して240億72百万円、現在建造中の船舶の建中資金として96億17百万円を金融

機関からの借入で調達しております。

当社は主要取引金融機関と総額70億円のコミットメントライン契約を締結

しております。

 

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

 

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

 

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

 

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題
当社は平成23年５月に中期経営計画『Unite & Full-Ahead!』を策定し、本

年は３ヶ年計画の２年目を迎えます。中期経営計画の策定以降、当社を取り
巻く事業環境は大きく様変わりしており、外航海運市況の長期低迷や燃料油
価格の高止まり、円高傾向の長期化など非常に厳しい状況に置かれ、計画初
年度は所期の成果を達成するには至りませんでした。このような状況の中か
ら、次なる発展の契機を見出し、中期経営目標として掲げた「2015年度には
連結経常利益150億円に到達可能な体制」の確立に向けて、負債資本比率（デ
ット・エクイティ・レシオ）や売上高経常利益率等の経営指標の向上を図り、
安定した財務体質の維持と収益性の更なる強化を目指します。
 
上述の中期経営計画『Unite & Full-Ahead!』において、当社は以下５つの

重点戦略を課題としました。
 

①国内外の顧客向け輸送サービスの深化・拡充
お客様の輸送ニーズを的確に捉えた、船種・船型にとらわれない総合的な

輸送サービスの提供を通じ、営業基盤の一層の安定化を図ります。
 

②アジアを中心とする新興国商権の獲得
引き続き成長が見込まれる新興国関連需要と海上輸送の長期的な構造変化

に対応した、本社-営業拠点一体のグローバル戦略を展開し、将来に向けた収
益基盤を構築します。
 

③安全・安定運航の徹底とバランスのとれた船隊拡大
競争力を重視した船隊整備を着実に実施するとともに、船舶管理能力の強

化を通して事故ゼロを目指し、より安全かつ高度な海上輸送サービスをお客
様に提供してまいります。
 

④グローバル展開に向けた、組織強化と人材育成
効率的な組織運営の徹底により迅速かつ適正な経営を進めるとともに、営

業力強化を主眼とする要員計画と人材育成プランを実施し、グローバル戦略
をバックアップする組織体制を整えます。
 

⑤増大する資金需要への対応と財務健全性の維持
現時点で計画されている案件も含め、船舶投資に対する確実な資金調達を

図りつつ、財務健全性の維持に努めます。
 
株主の皆様におかれましては、何卒今後とも格別のご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。
 



－ 8 －

(9) 財産及び損益の状況の推移

区 分 平成20年度 平成21年度 平成22年度
平成23年度

（当連結会計年度）

売 上 高(百万円) 132,799 95,106 127,184 135,044

経 常 利 益(百万円) 12,498 4,053 5,873 496

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 6,689 1,215 3,236 △914

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)　

(円) 41.31 7.50 16.48 △3.96

総 資 産(百万円) 107,009 114,370 168,974 190,659

純 資 産(百万円) 44,225 47,938 67,364 65,581

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

　

(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

新 和 内 航 海 運 ㈱ 718百万円 56.06％ 内 航 海 運 事 業

新 和 ケ ミ カ ル タ ン カ ー ㈱ 180百万円 100.00％ 内 航 海 運 事 業

Ｎ Ｓ ユ ナ イ テ ッ ド マ リ ン ㈱ 100百万円 100.00％ 船 舶 管 理 業

日 邦 マ リ ン ㈱ 20百万円 100.00％ 船 員 派 遣 事 業

ＮＳユナイテッドビジネス㈱ 45百万円 100.00％ 総 務 ・ 経 理 業 務 受 託

ＮＳユナイテッドシステム㈱ 50百万円 100.00％ 情報システムの開発・保守業

㈱シンワ エンジニアリング・
サービス

50百万円 87.50％ 陸 上 機 器 保 守 整 備

NS UNITED TANKER PTE. LTD. 2,000,000US$ 100.00％ 外 航 海 運 事 業

（注）新和内航海運㈱については、上記のほかに退職給付信託に係る信託財産（1,827千株、

15.48％）があります。

　

　(11) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

外 航 海 運 事 業 外航貨物海上運送事業及びこれに関連または付帯する事業

内 航 海 運 事 業 内航貨物海上運送事業及びこれに関連または付帯する事業

そ の 他
総務・経理業務受託、情報システムの開発・保守業、陸上機
器保守整備
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　(12) 主要な営業所（平成24年３月31日現在）

当 社

本 社
海 外 駐 在 員 事 務 所
海 外 法 人
　

：東京都千代田区大手町一丁目５番１号
：ロンドン、シドニー、香港、上海、ベトナム
：英国（ロンドン）、米国（ニューヨーク）、
中国（香港）、シンガポール（シンガポール）

新 和 内 航 海 運 ㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

新 和 ケ ミ カ ル タ ン カ ー ㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

ＮＳユナイテッドマリン㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

日 邦 マ リ ン ㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

ＮＳユナイテッドビジネス㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

ＮＳユナイテッドシステム㈱ 本 社：東京都千代田区大手町一丁目５番１号

㈱シンワ エンジニアリング・
サービス

本 社：神奈川県川崎市幸区南幸町二丁目64番地

NS UNITED TANKER PTE. LTD. 本 社
：138 Robinson Road #19-04/05,
  SINGAPORE 068906

　　

　(13) 運航船腹の状況（平成24年３月31日現在）

区 分 隻数 重量トン数（K/T） 
前期末比増減

隻数 重量トン数(K/T)

外 航 事 業 運 航 船 腹 計 130 10,827,165 2隻増 774,146K/T増

内 航 事 業 運 航 船 腹 計 78 199,915 1隻減 2,834K/T増

企 業 集 団 の 運 航 船 腹 合 計 208 11,027,080 1隻増 776,980K/T増

　

(14) 使用人の状況（平成24年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

外 航 海 運 事 業 225名 8名減

内 航 海 運 事 業 355名 14名増

そ の 他 105名 3名増

合 計 685名 9名増



－ 10 －

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

221名 7名減 38.9歳 14.39年

　

(15) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほコーポレート銀行 20,705百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 16,681百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 11,607百万円

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 8,673百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,261百万円

農 林 中 央 金 庫 6,406百万円

　

(16) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置

づけております。

当社は、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するため

に必要な内部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主各位への利益還

元を継続的に行うことを基本方針としております。

なお、配当性向については概ね20%(連結業績ベース)を目安としておりま

す。

また、当社は、会社法第459条第１項に掲げる剰余金の配当等については、

法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって行うことが

できる旨及び毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる

旨を定款に定めております。

 

(17) その他企業集団の現況に関する重要な事項

以上のほか、企業集団の現況に関する重要な事項に関する該当事項はあり

ません。
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２．会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在）

(1)　発行可能株式総数 600,000,000株

(2)　発行済株式の総数 230,764,400株

(3)　株主数 9,929名

(4)　大株主（上位10名）

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 出 資 比 率

新 日 本 製 鐵 株 式 會 社 78,456千株 34.01％

日 本 郵 船 株 式 会 社 43,247千株 18.75％

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 10,016千株 4.34％

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 7,495千株 3.25％

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 6,399千株 2.77％

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 5,860千株 2.54％

三 菱 重 工 業 株 式 会 社 5,400千株 2.34％

新 健 海 運 股 份 有 限 公 司 5,048千株 2.19％

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 3,106千株 1.35％

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,250千株 0.98％

（注）出資比率は自己株式（86,257株）を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

　当社は、平成24年３月31日現在、新株予約権等の発行を行っておりません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成24年３月31日現在）　

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長・社長執行役員 小 畠 　 徹  　

代表取締役・副社長執行役員 杉 浦 　 哲
社長補佐、安全･環境に関する事項管
掌、南アジア戦略推進班長

※ 取 締 役 ・ 常 務 執 行 役 員 若 尾 直 史
企画グループ・油送船グループ各担
当

※ 取 締 役 ・ 常 務 執 行 役 員 高 木 一 美 不定期船グループ担当

※ 取 締 役 ・ 常 務 執 行 役 員 横 溝 豊 彦
総務グループ担当、内部統制・企業
倫理担当

取 締 役 ・ 相 談 役 島川 惠一郎  

※ 取 締 役 ( 非 常 勤 ) 藤 原 真 一 新日本製鐵株式會社執行役員

監 査 役 ( 常 勤 ) 菊 竹 秀 敏  

監 査 役 ( 常 勤 ) 安 藤 政 明  

監 査 役 ( 常 勤 ) 松 本 貴 志  

監 査 役 ( 非 常 勤 ) 清 水 　 繁 　

（注）１．取締役藤原真一氏は社外取締役であります。

　　　２．監査役菊竹秀敏氏及び清水繁氏は社外監査役であります。

　　　　　なお、監査役菊竹秀敏氏は東京・大阪・名古屋・福岡証券取引所の定めに基づく独立

役員であります。

３．監査役菊竹秀敏氏は、日本開発銀行（現　株式会社日本政策投資銀行）等において長

年金融業務・経理業務を経験しており財務及び会計に関する相当程度の知見を有して

おります。　

４．監査役安藤政明氏は、新日本製鐵株式會社及び日鉄海運株式会社（現　当社）におい

て長年経理業務を経験しており財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。　

５．監査役清水繁氏は、日本郵船株式会社において監査役を経験しており財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。　

６．上記のほか監査役佐野光彦氏及び堀江保之氏は、平成23年６月28日開催の第85回定時

株主総会終結のときをもって辞任いたしました。　

７．平成23年６月28日をもって、代表取締役社長・社長執行役員島川惠一郎氏は取締役・

相談役に就任いたしました。また、同日、取締役（非常勤）小畠徹氏は代表取締役社

長・社長執行役員に就任いたしました。　

８．平成23年６月28日開催の第85回定時株主総会において、※印を付した取締役が新たに

選任され、就任いたしました。　
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
 （う  ち  社  外  取  締  役）

11名
(０名)

194百万円
　　　　(-百万円)

監 査 役
 （う  ち  社  外  監  査  役）

６名
(３名)

76百万円
(36百万円)

合 計 17名 270百万円

（注）　　上記には、平成23年6月28日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役５名及び監査役２名（うち社外監査役１名）及びその支給額を含んでおります。

　

(3) 社外役員に関する事項

イ.他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（平成24年３月31日現在）

取締役藤原真一氏は、新日本製鐵株式會社の執行役員であります。新日本

製鐵株式會社は、当社への出資比率が34.01％である大株主であり、当社の

主要な取引先であります。

ロ.主な活動状況

　
取締役会（21回開催） 監査役会（16回開催）

出 席 回 数 出 席 回 数

取 締 役 藤 原 真 一 15回 -回

監 査 役 菊 竹 秀 敏 20回 16回

監 査 役 清 水 　 繁 21回 16回

（注）１．取締役藤原真一氏は、上記のとおり取締役会に出席し、審議に関して必要な発言を適

宜行っております。

　　　２．監査役菊竹秀敏氏及び清水繁氏は、上記のとおり取締役会及び監査役会に出席し、審

議に関して必要な発言を適宜行っております。　

　　　３．取締役藤原真一氏は、平成23年６月28日開催の第85回定時株主総会にて選任され、就

任したため、出席回数が少なくなっております。なお就任後の取締役会の開催回数は

17回であります。
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５. 会計監査人の状況

(1) 名　　　称 新日本有限責任監査法人

　

(2) 報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 36百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

58百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

      ２．当社の重要な子会社の一部は、当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこれ

らの資格に相当する資格を有するものを含む。）の監査を受けております。

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、監査役会における協議を経たうえで、監査役全員の同意によって、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理

由を報告いたします。

　また以上の場合のほか、取締役は、会計監査人の適格性、独立性を害する

事由の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、監査

役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づいて、会計監査人

の解任または不再任を株主総会に提案いたします。

　

６．業務の適正を確保するための体制

　（平成24年４月27日開催の取締役会にて「内部統制基本方針」改定決議）

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社の取締役会は、取締役会規程その他の規程に基づき、経営上の重要事

項について決定を行い、または報告を受けます。

　当社の取締役は、取締役会における決定事項に基づき、各々の業務分担に

応じて職務執行を行うとともに、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を経営の根幹

に据えるとの認識に立ち、「企業理念」、「環境方針」及びこれらの実践コ

ードである「行動基準」並びに代表取締役社長を委員長とするＣＳＲ委員会

の策定する活動方針等に従い、率先垂範して法令・定款及び社会規範の遵守

を徹底し、高い倫理感をもって国内外において公正で健全な企業活動を遂行

します。
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(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

　当社の取締役は、職務の執行に係る文書その他の情報につき、法令及び文

書管理規程等の社内規程に基づき、定められた期間、適切に保存・管理し、

必要に応じ閲覧可能な状態を維持します。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、事業活動全般にわたり生じ得る諸々のリスクについて、各部門に

おいて業務フローの検証を通じ、リスクの分析及び対応策の検討を行い、必

要に応じて取締役会及び執行役員会にて協議するほか、予算実行管理委員会、

安全運航・環境保全推進委員会及び防災対策委員会での協議、並びにリスク

管理規程、リスク項目表、海難及びその他の緊急事態対応に関する規程、イ

ンサイダー取引防止関連規程及びデリバティブ関連取扱規程等の周知徹底に

より、リスク発生の未然防止・抑制と適時・的確な対応を行います。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社の取締役は、法令・定款に定められた事項及び取締役会付議基準で定

められた経営上の重要事項について、社内規程に基づき取締役会で決議を行

います。取締役会は、社内規程に基づき各執行役員を任命し、業務を執行す

る体制を取っています。

　また当社は、中期経営計画（原則三事業年度）を策定し経営課題を明確に

するとともに、同計画を着実に遂行するため、執行役員会を通じ業務執行及

び経営管理に関する重要事項の協議や取締役会付議事項の事前協議を行いま

す。
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(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、先述の「企業理念」、「環境方針」及び「行動基準」並びにＣＳ

Ｒ委員会の活動方針等に従い、従業員が法令・定款及び社会規範の遵守を徹

底し、国内外において公正で健全な企業活動を遂行するよう、本社内部、国

内外の事務所及び当社船員の乗り組む全ての船舶内並びに当社内電子掲示板

にこれらを掲示することで、従業員各人がその内容を随時確認のうえ取り組

む体制を取っています。

　先述のＣＳＲ委員会の指揮のもと、内部統制委員会が当社グループ全体の

内部統制の整備・運用を計画・推進しますが、特に法令・定款及び社会規範

の遵守徹底を図るため、コンプライアンス委員会において、各事業年度のコ

ンプライアンス活動計画を定めると同時に、啓蒙のため周知月間を設け、ま

た社内外に複数の相談窓口を設置する等、コンプライアンス意識の浸透と向

上に努めます。

  内部監査につきましては、内部監査室を設け、代表取締役社長の指揮・命

令により会社の一切の業務執行状況を検討・評価し、社長に結果を報告する

体制を取っています。

　

(6) 当社及び当社子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　当社は、主要な国内子会社と関係会社総務部長会を定期的に開催し、グル

ープ経営目標の達成に向け効率的な体制整備に努めます。また内部監査をグ

ループ会社全般にわたり実施し、各社の諸規程整備状況を把握し、企業集団

としてコーポレート・ガバナンスの向上に努めます。

　主要な海外子会社等とは、全代表者が出席する会議の定期開催及び関係部

門と日常業務の相談を行うほか、各代表者と監査役及び内部監査室との個別

会議を行う等、海外拠点のガバナンス向上にも努めます。

　

(7) 財務報告の適正性確保のための体制

当社の取締役及び従業員は、社会に対し信頼できる財務情報を提供する重

要性を理解し、法令並びに財務報告基本方針及び財務報告に係る内部統制規

程等の社内規程に基づき日々の業務を遂行します。

当社の取締役は、有価証券報告書及び四半期報告書、その他重要な財務情

報については、取締役会で決議を行い、開示する体制になっております。

内部監査室は、業務執行・監理状況のモニタリングを通じ、内部統制の適

正性・有効性を確認した上で、社長に結果報告を行います。 
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(8) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

　当社は、監査役が会計監査人や内部監査室と相互に連携を図りつつ、自ら

果たすべき監査業務を遂行する体制を取っていますが、その職務を補助すべ

き従業員を置くことを要請された場合は、要請に即して対応します。

　

(9) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　前述のとおり、監査役の職務を補助すべき特定の従業員を社内に置いてお

りませんので、該当事項はありません。

　

(10) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　当社は、監査役が法令に定める権限を行使するほか、監査役会を組織し監

査基準を定め、取締役及び従業員の業務執行の適法性・効率性について適正

な監査を行います。具体的には、以下の活動を通じて経営課題、業務実態の

把握に努めるとともに、法令及び定款に違反する行為を未然に防止する等、

的確な監査を実施します。

     一．取締役会、執行役員会、安全運航・環境保全推進委員会、予算実行管

　　　 理委員会、その他重要な会議及び委員会への出席　

　二．当社及び主要な国内子会社の取締役及び海外子会社等の代表者との定

期的な面談

　三．主要な子会社の実査

　四．取締役会議事録、執行役員会議事録及び執行役員会付議事項の稟議書

など職務執行に係る重要な書類の閲覧

　

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査役が会計監査人や内部監査室と相互に連携を図りつつ、それ

ぞれの監査が実効的かつ効率的に実施できる体制を確保します。

　

７．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社では市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体、及び全

ての反社会的な行為には断固たる態度で対決し、これらとかかわりのある企業、

団体、個人とはいかなる取引を行いません。このことを企業理念に定め、当社

グループ役職員全体に周知徹底するとともに、平素より外部専門機関及び法律

の専門家との緊密な連携のもと、情報収集に努めており、組織的に対処する体

制としています。　
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

　

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

船 舶

建 物

土 地

建 設 仮 勘 定

その他有形固定資産

　

（ 無 形 固 定 資 産 ）

　

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 長 期 資 産

49,889

17,329

15,753

6,968

2,321

3,261

4,371

△114

    

140,770

(132,676)

107,171

639

855

23,545

466

    

(244)

    

(7,850)

4,424

108

2,152

1,166

流 動 負 債 39,765

支 払 手 形 及 び 営 業 未 払 金 7,546

短 期 借 入 金 15,610

未 払 金 2,820

未 払 費 用 301

未 払 法 人 税 等 648

繰 延 税 金 負 債 172

前 受 金 1,370

賞 与 引 当 金 370

役 員 賞 与 引 当 金 36

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 8,617

そ の 他 流 動 負 債 2,275

 　

固 定 負 債 85,313

長 期 借 入 金 80,250

退 職 給 付 引 当 金 1,216

特 別 修 繕 引 当 金 2,083

繰 延 税 金 負 債 1,621

そ の 他 固 定 負 債 143

負 債 合 計 125,078

純 資 産 の 部

株 主 資 本 68,152

（ 資 　 　 本 　 　 金 ） (10,300)

（ 資 本 剰 余 金 ） (13,430)

（ 利 益 剰 余 金 ） (44,448)

（ 自 　 己 　 株 　 式 ） (△26)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額  △4,855

（ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ） (△625)

( 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ) (△3,210)

( 為替換算調整勘定 ) (△1,020)

少 数 株 主 持 分 2,284

純 資 産 合 計 65,581

資 産 合 計 190,659 負 債 純 資 産 合 計 190,659
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連 結 損 益 計 算 書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高         

海運業収益及びその他役務収益     135,044

売 上 原 価         

海運業費用及びその他役務原価     126,913

売 上 総 利 益     8,131

一 般 管 理 費     6,504

営 業 利 益     1,627

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 269     

受 取 配 当 金 92     

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 63     

そ の 他 営 業 外 収 益 138 562

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 1,175     

為 替 差 損 391     

そ の 他 営 業 外 費 用 127 1,693

経 常 利 益     496

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 666     

賃 貸 借 契 約 解 約 精 算 金 116 782

特 別 損 失         

用 船 解 約 金 2,724 2,724

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失     △1,446

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 717     

法 人 税 等 調 整 額 △1,563 △846

少数株主損益調整前当期純損失     △600

少 数 株 主 利 益     314

当 期 純 損 失     △914
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連結株主資本等変動計算書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円）

 

　株　　主　　資　　本

資 本 金
 
資 本 剰 余 金

 

 
利益剰余金

 
自 己 株 式

 
株主資本合計
 

平 成 2 3 年 4 月 1 日 期 首 残 高 10,300 13,430 46,054 △26 69,758

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額      　　

剰 余 金 の 配 当    △692  △692

当 期 純 損 失   △914  △914

自 己 株 式 の 取 得       △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額(純額) 　　　 　       　　 　　　　　　-

連結会計年度中の変動額合計 - - △1,606 △0 △1,606

平 成 2 4 年 3 月 3 1 日 期 末 残 高 10,300 13,430 44,448 △26 68,152

 

　　　その他の包括利益累計額

少 数 株 主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包
括利益累計
額 合 計

平 成 2 3 年 4 月 1 日 期 首 残 高 △234 △3,466 △722 △4,422 2,028 67,364

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当      △692

当 期 純 損 失      △914

自 己 株 式 の 取 得      △0

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額(純額)

△391 256 △298 △433 256 △177

連結会計年度中の変動額合計 △391 256 △298 △433 256 △1,783

平 成 2 4 年 3 月 3 1 日 期 末 残 高 △625 △3,210 △1,020 △4,855 2,284 65,581
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 45社

・主要な連結子会社の名称 新和内航海運㈱

新和ケミカルタンカー㈱

当連結会計年度より、SALVIA MARITIME S.A.、

ULTRAMARINE OCEAN S.A.、VELA MARITIME S.A.、

WODEN MARITIME S.A.、XANADU MARITIME S.A.、

YGGDRASIL MARITIME S.A.及びZEPHYROS LINE S.A.の７

社は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 新和チャータリング㈱

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等はいずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性が乏しいと認められ

るので連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社等の状況

・持分法適用の非連結子会社等の数　３社

・会社の名称  NS UNITED SHIPPING (U.K.)LTD.   

                   NS UNITED SHIPPING (U.S.A.)INC. 

                   NS UNITED SHIPPING (H.K.)CO.,LTD.

　

持分法を適用していない非連結子会社等の状況

・主要な会社の名称 新和チャータリング㈱、新昌船舶㈱

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性が乏しいと認めら

れるので持分法の適用から除外しております。　

持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社は決算日が連結決算日と異なっていますが、各社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。
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（3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、㈱シンワ エンジニアリング・サービス、WIDE VIEW ENTERPRISE

LIMITED、NS UNITED SHIPPING(SINGAPORE)PTE.LTD.及びNS UNITED TANKER PTE.LTD.の決

算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。

当連結会計年度において、MAGNIFICENT VIEW LIMITEDは、決算日を12月31日から３月31日

に変更し連結決算日と同一になっております。なお、同社の当連結会計年度における会計

期間は15ヵ月となっております。　

　

（4）会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　

② 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

船　舶 主として定額法を採用しておりますが、一部の船舶に

ついて定率法を採用しております。なお、主要なもの

の耐用年数は13年から15年です。

 建  物 　(附属設備を除く)

  主として定額法を採用しております。

 その他 定率法を採用しております。

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

 定額法を採用しております。自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。



－ 23 －

リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス・リースに係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法

を採用しております。　

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　

③ 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に債権の回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与の支払に充てるため設定し、支給

見込額基準により計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金 役員に対する賞与の支払に充てるため設定し、支給見

込額に基づき計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員に対する退職給付に備えるため設定し、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(８～10年)による定額法により

処理しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(８～10

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から処理しております。

特 別 修 繕 引 当 金 船舶の特別修繕（定期検査）に備えるため設定し、定

期検査費用実績等に基づき算定し計上しております。

　 　

④ 重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、通貨スワップの振当処理の対象となっている外

貨建金銭債権債務については、当該通貨スワップの円貨額に換算しております。また、

在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
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用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

　

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

海運業収益及び海運業費用の計上基準は、主として航海日割基準を採用しております。 

　

 ⑥ 重要なヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を適用し、金利スワップ取引の一部については特例処理に、通

貨スワップについては振当処理によっております。

　

⑦ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、重要性がないため発生年度で全額償却しています。平成22年

３月31日以前に発生した負ののれんについては、３年間の定額法により償却しておりま

す。

　

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

船舶建造借入金の支払利息の計上方法　

船舶の建造に係る借入金の支払利息のうち、竣工迄の期間に対応するものは、取得

価額に算入しております。

　　　

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　
記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

　

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

　　

３．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）　

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他流動負債」に含めておりました「未払

金」は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「未払金」は187百万円であります。　
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４．連結貸借対照表に関する注記

（1) 担保に供されている資産

船舶     100,215百万円

　 　 　

上記の資産を担保に供した債務      

 短期借入金  12,249百万円

 長期借入金  66,862百万円

 計 79,111百万円

　
（2) 有形固定資産の減価償却累計額 64,779百万円

　
（3) 偶発債務

保証債務

　<債務者> 

　

<被保証債務の内容> 

 　

<保証金額>

新昌船舶㈱  設備資金借入金  84百万円

　

（4）たな卸資産

たな卸資産の内訳

原材料及び貯蔵品　　　　6,968百万円

　

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数　　　　　　　　　

並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期
首の株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
の株式数(千株 )

発行済株式数                 

 普通株式 230,764 － － 230,764

自 己 株 式                 

 普通株式(注) 85 1 － 86

　（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

（2）剰余金の配当に関する事項　

  配当金支払額等

・株式の種類

・配当金の総額

・１株当たり配当額

・基準日　

・効力発生日

普通株式

692百万円　

3.00円

平成23年３月31日

平成23年６月29日　
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６．金融商品に関する注記

　（1）金融商品の状況に関する事項 

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等による他、安全性の高い金融資

産で運用し、資金調達については金融機関からの借入によっております。

　営業債権である受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、その回収状況を

定期的にモニタリングし、取引先毎に残高を管理するとともに、財務状況の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券である株式は、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されて

おります。

　営業債務である支払手形及び営業未払金や借入金に係る流動性リスクについては、当

社グループ各社が月次の資金計画を作成する等の方法により管理しております。借入金

は、設備投資のための長期資金調達が主であり、変動金利の長期借入金の多くについて、

金利変動リスクを回避するため金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施し

ております。また、外貨建借入金については、通貨スワップ取引により為替相場変動リ

スクを回避しております。

　デリバティブ取引については、金利スワップ取引、通貨スワップ取引の他、当社グル

ープの外航海運事業を主たる事業としている各社において営業収入・支出の大部分を占

める外貨建て取引に係る為替相場変動リスクを回避するために為替予約等を、船舶の運

航に係る燃料油価格の変動リスクを回避するために燃料油スワップ取引を行っておりま

す。

　デリバティブ取引は、当社グループ各社が、「経理規程」等の内部管理規程に基づき

実需の範囲内で行うこととしております。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、

信用リスクを極力回避するため、信用力の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　（2）金融商品の時価等に関する事項 　　

　平成24年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含まれておりません。

　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
連結貸借対照
表計上額(*1)

時価(*1)　 差額　

①現金及び預金　

②受取手形及び営業未収金

③投資有価証券　

④支払手形及び営業未払金　

⑤短期借入金　

⑥長期借入金　

⑦デリバティブ取引(*2)

　ヘッジ会計が適用されていないもの

　ヘッジ会計が適用されているもの

　17,329

　15,753

3,182

   (7,546)

(2,280)

　(93,580)

　

－

(8,285)

　17,329

　15,753

　3,182

(7,546)

(2,280)

　(93,699)

　

－

(8,504)

　－

　－

　－

－

　－

　(119)

　

－

(219)

（*1）負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

　　　の債務となる項目については、(　)で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

①現金及び預金、並びに②受取手形及び営業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

　

③投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　

④支払手形及び営業未払金、並びに⑤短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。なお、「⑤短期借入金」には一年以内返済予定長期借入金は含ま

れておりません。

　

⑥長期借入金

長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金

利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は借入実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。なお、「⑥長期借入金」には一年以内返済予定長期借

入金が含まれております。

　

⑦デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの:該当するものはありません。

ヘッジ会計が適用されているもの  :原則的処理方法によるもののほか、金利スワップの

特例処理によるもの及び通貨スワップの振当処理によるものも含まれております。

なお、デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によ

っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額1,242百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャ

　　　　ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と

　　　　認められるため、「③投資有価証券」には含めておりません。
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７．１株当たり情報に関する注記

（1) １株当たり純資産額 274円40銭

（2) １株当たり当期純損失 △3円96銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　

９．その他の注記

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指

針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施す

るために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は主に従来の38.00%から、平成24年４月１日

に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異については主に34.05%に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解

消が見込まれる一時差異については主に31.53%となります。この税率変更により、繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は４億58百万円減少し、法人税等調

整額が２億２百万円、その他有価証券評価差額金が58百万円、繰延ヘッジ損益が１億98百

万円、それぞれ増加しております。
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貸　借　対　照　表

（平成24年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

海 運 業 未 収 金

関係会社短期貸付金

立 替 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

代 理 店 債 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

 

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

船 舶

建 物

土 地

その他有形固定資産

 

（ 無 形 固 定 資 産 ）

 

 (投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 長 期 資 産

46,213

10,786

10,494

13,740

1,442

6,186

2,038

159

408

1,032

△72

    

62,535

(4,035)

2,365

572

734

364

    

(74)

　

(58,426)

1,804

2,884

106

50,291

2,316

1,025

流 動 負 債 18,631

海 運 業 未 払 金 4,907

短 期 借 入 金 6,643

未 払 金 2,737

未 払 費 用 105

未 払 法 人 税 等 6

前 受 金 1,231

預 り 金 1,797

代 理 店 債 務 612

賞 与 引 当 金 145

そ の 他 流 動 負 債 448

  

固 定 負 債 28,372

長 期 借 入 金 27,763

退 職 給 付 引 当 金 414

そ の 他 固 定 負 債 195

負 債 合 計 47,003

純 資 産 の 部

株 主 資 本 62,509

（資　　本　　金） (10,300)

（資 本 剰 余 金） (13,430)

資 本 準 備 金 20

その他資本剰余金 13,410

（利 益 剰 余 金） (38,805)

利 益 準 備 金 1,689

その他利益剰余金 37,116

圧縮記帳積立金 12

別 途 積 立 金 26,000

繰越利益剰余金 11,104

（自  己  株  式） (△26)

     

評価・換算差額等 △764

（その他有価証券評価差額金） (△677)

（繰延ヘッジ損益） (△87)

純 資 産 合 計 61,745

資 産 合 計 108,748 負 債 純 資 産 合 計 108,748
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損　益　計　算　書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 （単位：百万円）

科 目 金 額

海 運 業 収 益 　 　

運 賃 99,886 　

貸 船 料 9,884 　

そ の 他 海 運 業 収 益 1,086 110,856

海 運 業 費 用 　 　

運 航 費 53,415 　

船 費 1,300 　

借 船 料 50,967 　

そ の 他 海 運 業 費 用 1,568 107,250

海 運 業 利 益 　 3,606

一 般 管 理 費 　 4,164

営 業 損 失 　 △558

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 792 　

受 取 配 当 金 672 　

そ の 他 営 業 外 収 益 80 1,544

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 386 　

為 替 差 損 336 　

そ の 他 営 業 外 費 用 52 774

経 常 利 益 　 212

特 別 利 益 　 　 　

固 定 資 産 売 却 益 87 　

賃 貸 借 契 約 解 約 精 算 金 116 203

特 別 損 失 　 　 　

用 船 解 約 金 2,724 2,724

税 引 前 当 期 純 損 失 　 △2,309

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △4  

法 人 税 等 調 整 額 △1,138 △1,142

当 期 純 損 失 　 △1,167
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株主資本等変動計算書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計圧縮記帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平 成 2 3 年 4 月 1 日 期 首 残 高 10,300 20 13,410 13,430 1,620 12 26,000 13,032 40,664 △26 64,368

事 業 年 度 中 の 変 動 額   　   　      

剰 余 金 の 配 当   　  69 　  △761 △692  △692

実効税率変更による圧縮記帳積

立 金 の 増 加
　 　 　 　 　 　1 　 △1 - 　 -

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 　 　 　 　 　 　△1 　 1 - 　 -

当 期 純 損 失   　   　  △1,167 △1,167  △1,167

自 己 株 式 の 取 得   　   　    △0 △0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額(純額)

  　   　     　

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - - 69 0 - △1,928 △1,859 △0 △1,859

平 成 2 4 年 3 月 3 1 日 期 末 残 高 10,300 20 13,410 13,430 1,689 12 26,000 11,104 38,805 △26 62,509

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 2 3 年 4 月 1 日 期 首 残 高 △295 △474 △769 63,599

事 業 年 度 中 の 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △692

実効税率変更による圧縮記帳積

立 金 の 増 加
　 　 　 -

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 　 　 　 -

当 期 純 損 失    △1,167

自 己 株 式 の 取 得    △0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額(純額)

△382 387 5 5

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △382 387 5 △1,854

平 成 2 4 年 3 月 3 1 日 期 末 残 高 △677 △87 △764 61,745
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法　

そ の 他 有 価 証 券  

時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　

（2）固定資産の減価償却の方法  

有 形 固 定 資 産 船  舶 定額法を採用しております。

　 建  物 (附属設備を除く)

  主として定額法を採用しております。

 その他 定率法を採用しております。

無 形 固 定 資 産

　

 定額法を採用しております。自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

　

（3）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与の支払に充てるため設定し、支

給見込額基準により計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金 役員に対する賞与の支払に充てるため設定し、支給

見込額に基づき計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員に対する退職給付に備えるため設定し、当事

業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８年）による定額法によ

り処理しております。
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から処理しております。

　

（4）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準　

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、通貨スワップの振当処理の対象となっている外貨建金銭

債権債務については、当該通貨スワップの円貨額に換算しております。　

　

（5）重要な収益及び費用の計上基準

海運業収益及び海運業費用の計上基準は、航海日割基準を採用しております。 

　

（6）重要なヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を適用し、通貨スワップについては振当処理によっております。

　

（7）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　

　

記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

　

２.会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。　　　

　

３．表示方法の変更に関する注記

 (貸借対照表）　

前事業年度において、「流動負債」の「その他流動負債」に含めておりました「未払金」

は、重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しました。

なお、前事業年度の「未払金」は153百万円であります。　
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４．貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 3,680百万円
　
（2）偶発債務

保証債務　

<債務者> <被保証債務の内容>  <保証金額>

HIGHLAND MARITIME S.A. 設備資金借入金  6,496百万円

SALVIA MARITIME S.A. 設備資金借入金 　 6,121百万円

JANUS MARITIME S.A. 設備資金借入金 　 4,505百万円

新和ケミカルタンカー（株）　設備資金借入金  3,308百万円

中央海運（株） 設備資金借入金  2,143百万円

CAMOMILE MARITIME S.A. 設備資金借入金  2,137百万円

RAINBOW QUEST SHIPPING S.A.　設備資金借入金  1,974百万円

WODEN MARITIME S.A. 設備資金借入金  1,650百万円

MAGNIFICENT VIEW LIMITED 設備資金借入金  1,608百万円

NEW HARVEST S.A. 設備資金借入金  1,012百万円

XANADU MARITIME S.A.　 設備資金借入金  950百万円

MAREA BUENA S.A.　 設備資金借入金  907百万円

NARCISSUS MARITIME S.A.　 設備資金借入金  720百万円

ORCHIDEA MARITIME S.A.　 設備資金借入金  720百万円

新昌船舶㈱　 設備資金借入金  84百万円

  計 34,335百万円
　

保証予約　　

<債務者> <被保証債務の内容>  <保証金額>

HOSEI SHIPPING S.A. 設備資金借入金  22,319百万円
　
（3）関係会社に対する金銭債権債務

①　短期金銭債権 19,648百万円

②　短期金銭債務 726百万円

③　長期金銭債権 50,291百万円

④　長期金銭債務 92百万円
 
（4）たな卸資産

たな卸資産の内訳

原材料及び貯蔵品　　　　6,186百万円
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

（1）営業取引による取引高  

営業収益 48,824百万円

営業費用 17,519百万円

（注）営業収益には賃積船の運賃が含まれており、運賃は航海完了基準で計上されておりま

す。また、商社等を経由したものが含まれております。
　

（2）営業取引以外による取引高  

営業取引以外の取引高 1,446百万円

　　
　

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類
当事業年度期首の株式数

　(千株)
当事業年度増加株式数

　(千株)
当事業年度減少株式数

　(千株)
当事業年度末の株式数

　(千株)

普 通 株 式 85 1 － 86

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

７．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  繰延税金資産 （単位：百万円） 

賞与引当金 50

子会社整理損 899

特定外国子会社留保金 802

退職給付引当金　 134

繰延ヘッジ損益 43

その他有価証券評価差額金 312

用船解約金　 928

繰越欠損金　 486

その他 282

繰延税金資産小計 3,936

評価性引当額 △850

繰延税金資産合計 3,086

  繰延税金負債  

前払年金費用 125

合併受入資産(船舶)評価益 182

その他 55

繰延税金負債合計 362

  繰延税金資産の純額 2,724
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(2)法人税率の変更等による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するため

に必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人

税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の38.00%から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平

成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については34.05%に、平成

27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.53%となり

ます。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

４億15百万円減少し、法人税等調整額が３億44百万円、その他有価証券評価差額金が64百万

円、繰延ヘッジ損益が７百万円、それぞれ増加しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

その他
の関係
会社

新日本製鐵㈱
東京都
千代田区

419,524
鉄鋼の製
造販売等

〔所有〕
直接

0.10％
〔被所有〕
 直接

34.06％

転籍
3名

兼任
  1名

　

鉄鋼原
料及び
製品の
輸送

(営業取
引)鉄鋼
原料及び
製品の輸
送

48,169

営業未
収金

5,748

営業未
払金

41

(注）１.運賃、その他の取引条件は、市場価格、当社の原価を勘案して、上記会社と交渉の上、

決定しております。

２.取引金額には賃積船の運賃が含まれており、運賃は航海完了基準で計上しております。

また、商社等を経由したものが含まれております。

３.取引金額には消費税等を含んでおりません。

　

  （2）子会社等

属性 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社
新和ケミカル
タンカー㈱

東京都
千代田区

百万円
180

ケミカル貨
物運送

 直接
 100.00％

 2名 -

子会社への
運転資金の
貸付

200 貸付金 200

貸付金利息 1 　　
　

　

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

3,308  -  -

子会社
NS UNITED
TANKER

 PTE.LTD. 
SINGA
-PORE

US$
2,000,000

ケミカル船

貸渡業等 
 直接
 100.00％

3名 -

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 8,223

貸付金利息 180 　　
　

　

担保資産の
受入

7,716 　  -  　　-

子会社
NEW HARVEST

S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
20,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

2,032 貸付金 1,760

貸付金利息 18   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

1,012  -  -

子会社
NEW GRACE

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
1,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

6 貸付金 3,538

貸付金利息 29   

担保資産の
受入

3,066 　  -  　　-
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属性 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社
AQUAMARINE
OCEAN S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
1,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金
　
　

3,820
　
　

貸付金利息 25

担保資産の
受入

3,818  -  -

子会社
CAMOMILE

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
1,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

    - 貸付金 625

貸付金利息 8   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

2,137  -  -

子会社
ENERGY21

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
1,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

 - 貸付金 1,596

貸付金利息 15   

担保資産の
受入

1,059  -  -

子会社
GLINT

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

US$
2,000

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 2,482

貸付金利息 21   

担保資産の
受入

2,081  -  -

子会社
HIGHLAND

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　
US$

1,000

 

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

10,101 貸付金 13,178

貸付金利息 117   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

6,496  　-  　　-

担保資産の
受入

4,736  -  -

子会社
JANUS

MARITIME S.A.
　

PANAMA
 CITY
PANAMA

百万円
0.1

船舶貸渡業
 直接
 100.00％
　

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 1,089

貸付金利息 14   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証
　

4,505 　 - -

子会社
MAGNIFICENT
VIEW LIMITED

HONG
KONG

HK$
10,000

船舶貸渡業
 間接※1
 100.00％

2名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 974

貸付金利息 21   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

1,608  -  -
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属性 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社
　

KALEIDOSCOPE

SHIPPING S.A.
　

PANAMA

CITY

PANAMA

　　

百万円
0.1

船舶貸渡業
　

 直接

 100.00％
　

3名
　

当社に
対する
船舶の
貸付

　

子会社への
船舶設備資
金の貸付

12 貸付金 2,947

貸付金利息 24   

担保資産の
受入　

1,977 　-     -

子会社
LOTUS LAND

SHIPPING S.A.

PANAMA
CITY

PANAMA 
百万円
0.1

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に

対する

船舶の

貸付 

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 3,544

貸付金利息 30   

担保資産の
受入

2,391  -  -

子会社
MAREA BUENA

S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　　

百万円
　　0.1

　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 908

貸付金利息 21   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

907  -  -

子会社
NARCISSUS

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

 

子会社への
船舶設備資
金の貸付

26 貸付金 26

貸付金利息 7   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

720  -  -

子会社
ORCHIDEA

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

30 貸付金 30

貸付金利息 12   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

720  -  -

子会社
PLEIADES

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

百万円
0.1

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 730

貸付金利息 13   

子会社
 QUARK

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

百万円
0.1

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

- 貸付金 730

貸付金利息 13   

子会社
 RAINBOW
QUEST

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

 

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

59 貸付金 2,079

貸付金利息 52   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

1,974  -  -
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属性 会社等の名称 所在地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社
SALVIA

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

1,528 貸付金 1,528

貸付金利息 32   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

6,121  -  -

子会社
VELA

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

651 貸付金 651

貸付金利息 2   

子会社
WODEN

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

1,713 貸付金 63

貸付金利息 6   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

1,650  -  -

子会社
XANADU

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

1,902 貸付金 952

貸付金利息 5   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

950  -  -

子会社
YGGDRASIL

MARITIME S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

423 貸付金 423

貸付金利息 1   

子会社
ZEPHYROS
LINE S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

　
　

百万円
0.1

　　

船舶貸渡業
 直接
 100.00％

3名

当社に
対する
船舶の
貸付

子会社への
船舶設備資
金の貸付

1,800 貸付金 1,800

貸付金利息 4   

子会社
 HOSEI

SHIPPING S.A.

PANAMA
 CITY
PANAMA

百万円
195

船舶貸渡業

　 
 直接
 100.00％

3名

当社に

対する

船舶の

貸付 

子会社への
船舶設備資
金の貸付

2,093 貸付金 9,607

貸付金利息 92   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証
予約

22,319  -  -

子会社 中央海運㈱
兵庫県
尼崎市

百万円
10

ケミカル船
貸渡業

 間接※2
 100.00％

1名 -

子会社への
船舶設備資
金の貸付

    - 貸付金 61

貸付金利息 1   

子会社の船
舶設備資金
の債務保証

2,143  -  -
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（注）１.議決権所有割合の※１はLILAC HOLDING(CAYMAN)LTD.、※２は新和ケミカルタンカー㈱

を通じ間接所有しております。

　　　２.債務保証は子会社の船舶建造資金借入金に対し当社が保証している債務であります。な

お、外国子会社については、保証料は受領しておりません。

３.貸付金は主として子会社の船舶建造資金であり、金利は市場金利を勘案し利率を決定し

ております。なお、担保は受け入れておりません。

４.担保資産の受入は船舶設備資金として子会社に転貸するために当社が借入れているシン

ジケートローンに係わるものです。

５.取引金額には消費税等を含んでおりません。

 

９．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 267円67銭

（2）１株当たり当期純損失 △5円06銭

　

１０．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　

１１．その他の注記

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第

24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月16日 

 ＮＳユナイテッド海運株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福　原　正　三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 湯 浅 　 敦 
 

 
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＮＳユナイテッド海運株式会社の平
成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、ＮＳユナイテッド海運株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月16日 

 ＮＳユナイテッド海運株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 原 正 三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 湯 浅 　 敦 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＮＳユナイテッド海運株式会
社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの平成23年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 平成24年５月17日 

 ＮＳユナイテッド海運株式会社  

 代表取締役社長　小畠　徹　殿  

   
 ＮＳユナイテッド海運株式会社　監査役会  

 

監査役（常勤) 菊 竹 秀 敏 

監査役（常勤) 安 藤 政 明 

監査役（常勤) 松 本 貴 志 

監査役（非常勤)清 水 　 繁 

 

 
　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計
監査人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。　

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　
(注）監査役　菊竹秀敏及び清水繁は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外

監査役であります。
　

 

以　上
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株主総会参考書類

　
第１号議案　取締役７名選任の件

取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 の 数

１

お

小
ばた

畠 　
とおる

徹
(昭和26年８月19日生)

昭和49年４月　新日本製鐵株式會社入社

平成９年６月　同社シドニー事務所所長　　
平成13年４月　同社関連会社部鉄鋼事業グループリ

ーダー[部長]

平成14年４月　同社関連会社部部長

平成15年４月　同社原料第二部長

平成16年６月　日鉄海運株式会社監査役

平成17年６月　新日本製鐵株式會社取締役原料第二

部長

平成18年６月　同社執行役員原料第二部長

平成19年４月　同社執行役員

平成19年６月　日鉄海運株式会社取締役(非常勤)

平成21年４月　新日本製鐵株式會社常務執行役員

平成21年６月　同社常務取締役

平成22年10月　当社取締役（非常勤）

平成23年４月　新日本製鐵株式會社取締役

平成23年６月　当社代表取締役社長・社長執行役員

（現）

37,000株

２

すぎ

杉
うら

浦 　
ひろし

哲
(昭和26年６月１日生)

昭和50年４月　日本郵船株式会社入社

平成15年４月　同社経営委員、企画グループ長委嘱

平成16年６月　同社常務取締役

平成18年４月　同社代表取締役・専務経営委員

平成20年４月　同社代表取締役・副社長経営委員

平成21年４月　同社取締役

平成21年６月　当社代表取締役・副社長執行役員

平成22年４月　当社代表取締役社長・社長執行役員

平成22年10月　当社代表取締役・副社長執行役員

（現）

＜担当＞

社長補佐、安全・環境に関する事項管掌、南アジ

ア戦略推進班長　

30,000株
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候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 の 数

３

わか

若
お

尾
なお

直
ふみ

史

(昭和25年４月２日生)

昭和50年４月  当社入社

平成13年６月　当社石炭グループリーダー

平成17年８月　当社企画グループリーダー

平成19年６月　当社執行役員

平成21年６月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社取締役常務執行役員（現）

＜担当＞

企画グループ・油送船グループ各担当　

52,000株

４

たか

高
ぎ

木
かず

一
み

美

(昭和27年10月９日生)

昭和50年10月  当社入社

平成13年７月　当社不定期船グループリーダー

平成19年６月  当社執行役員

平成21年６月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社取締役常務執行役員（現）

＜担当＞

不定期船グループ担当　

15,000株

５

よこ

横
みぞ

溝
とよ

豊
ひこ

彦
(昭和27年４月４日生)

昭和51年４月　当社入社

平成14年６月　当社企画グループリーダー

平成17年８月　当社総務グループリーダー

平成21年６月　当社執行役員

平成22年10月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社取締役常務執行役員（現）

＜担当＞

総務グループ担当、内部統制・企業倫理担当　

38,000株

６

ふじ

藤
わら

原
しん

真
いち

一
(昭和29年10月10日生)

昭和53年４月　新日本製鐵株式會社入社

平成９年６月　同社原料第一部原料調整グループリ

ーダー

平成11年10月　同社関連会社部部長

平成13年７月  同社欧州事務所長執行役員

平成16年４月　同社原料第一部長

平成19年４月　同社原料第二部長

平成22年４月　同社参与（原料第二部長委嘱）

平成23年４月　同社執行役員（現）

平成23年６月　当社取締役（非常勤）（現）　

－株

７ ※
みや

宮
もと

本
つね

常
お

夫
(昭和30年11月20日生)

昭和55年４月　新日本製鐵株式會社入社

平成５年６月　同社名古屋製鐵所人事室長

平成７年６月　同社営業総括部営業企画室長

平成15年４月  同社厚板事業部厚板営業部長

平成17年４月　同社経営企画部部長

平成21年４月　同社営業総括部長

平成23年４月　同社執行役員（現）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※印を付した候補者は、新任候補者であります。

　　　３．取締役候補者藤原真一氏及び宮本常夫氏は、社外取締役候補者であります。
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　　　４．社外取締役候補者の藤原真一氏は新日本製鐵株式會社の執行役員を務められており、

その長年にわたる経歴を通じて培われた豊富な知識・経験や高い見識等を活かして当

社の経営全般に有用な提言をいただくことを期待し、社外取締役候補者といたしまし

た。

　　　５．社外取締役候補者の藤原真一氏は、上記略歴記載のとおり、当社の主要な取引先とし

て当社の特定関係事業者に該当する新日本製鐵株式會社の業務執行者であり、かつ、

過去5年間においても、業務執行者となっております。

　　　６．社外取締役候補者の藤原真一氏の本定時株主総会終結の時までの在任年数は、１年で

あります。

　　　７．社外取締役候補者の宮本常夫氏は新日本製鐵株式會社の執行役員を務められており、

その長年にわたる経歴を通じて培われた豊富な知識・経験や高い見識等を活かして当

社の経営全般に有用な提言をいただくことを期待し、社外取締役候補者といたしまし

た。

　　　８．社外取締役候補者の宮本常夫氏は、上記略歴記載のとおり、当社の主要な取引先とし

て当社の特定関係事業者に該当する新日本製鐵株式會社の業務執行者であり、かつ、

過去5年間においても、業務執行者となっております。
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第２号議案　監査役１名選任の件

監査役松本貴志氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。　

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

まつ

松
もと

本
たか

貴
し

志
(昭和26年６月29日生)

昭和50年４月  当社入社

平成13年７月  当社鉄鋼原料グループリーダー

平成19年６月  当社執行役員、SHINWA(U.K.)LTD.

社長

平成22年10月　当社執行役員、NS UNITED

SHIPPING(U.K.)LTD.社長

平成23年６月　当社監査役（現）

20,000株

（注）　　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。　　

以上　
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NSユナイテッド海運株式会社 企業理念

　

NSユナイテッド海運株式会社は、世界の海を舞台に、安全で且つお客様の要請に即応し

た質の高い海上輸送サービスを提供する。

NSユナイテッド海運株式会社は、今後とも社会の一員であることを充分に認識し時代の

変化に適応した海上輸送サービスを提供することを通じて社会の発展に寄与することを決

意し、ここに企業理念を定める。

(1) 社会的使命

①　お客様のあらゆる要請に即応し、誠実で信頼感のある良質な国際海上輸送サービス

を提供することを通じて社会の発展に寄与する。

②　ドライバルク及びエネルギー輸送を主体とした外航海運会社として国際競争に打ち

克つ体質を築くことにより安定した収益を確保し、またグループ全体の企業価値を

高めるべくグループ経営を重視し、株主の期待に応えられる企業を目指す。

(2) 安全運航と地球環境の保全

①　船舶の安全運航が事業活動の原点であると認識し、国際基準に基づく安全管理の徹

底を図り、全人類の共有財産である海をはじめとする地球環境保全の一翼を担う。

②　船舶の運航技術向上にむけて日々研鑚し、常に新しい需要に応えられる高度な技術

知識の蓄積に励む。

(3) 公正な企業活動

①　我が国および国際社会の法令を遵守し、また社会の一員として善良な社会倫理規範

のもと公正で健全な企業活動を遂行する。

②　反社会的勢力および団体に対しては毅然とした態度で対応し、利益供与は一切行わ

ない。

(4) 透明な情報開示

企業活動に伴う情報の適時適正な開示に努め、社会との対話を積極的に行う。

(5) 民主的な経営と活力あふれる職場づくり

①　社員の基本的人権を尊重し、民主的な経営を確立、維持する。

②　仕事を通じて人が育ち、働く喜びを実感でき誇りを持てる活気あふれる職場を

築く。

　

（2010年10月１日　制定）
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NSユナイテッド海運グループ環境方針

１　私たちは、世界の海を舞台に海上輸送サービスを提供する海運企業グループとして、

全人類の共通財産である地球の環境保全に努め行動します。

２　私たちは、環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善に努め、汚染の予防に努

めます。

３　私たちは、船舶の運航及び事務所内活動において適用される環境の法規制及びその他

の要求事項を順守します。

４　私たちは、各部門において環境方針に適合した環境目的および環境目標を設定し、実

施計画に従って目的及び目標の達成に努めます。また環境目的と目標を確実に達成す

るために、定期的に達成度のレビューを行います。

５　私たちは、環境教育・広報活動などにより、NSユナイテッド海運グループのために働

くすべての人が環境問題に対する意識を高め、本環境方針に基づき、行動するように

努めます。

６　私たちは、私たちのサービス提供に必要な船舶、機器類、その他の製品および資材の

環境負荷の低減を考慮した調達に努めます。

７　私たちは、NSユナイテッド海運グループ全体で、省エネルギー、省資源の推進を図る

と共に、廃棄物の削減及びその適正な処分に努めます。

８　私たちは、環境方針及び環境保全活動を必要に応じ公表します。

2011年６月28日

NSユナイテッド海運株式会社

代表取締役社長
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